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1　はじめに
　「……私は度々大都会のスラムに，輸出港の背地に，大工業地区の周辺に，連なり群がる中
小工場を，或いは農山漁村の零細工場仕事場を，何か覚める旅人のように訪ねて歩いた。そし
て自分の眼で観察したところに何等か理論的な見透しを与え，経験的事実を概念化することに
　　　　　1）執念していた……」。1941年に出版された『日本中小工業研究』の冒頭部分で，著者である小宮
山琢二氏はこのように述べ，戦前，戦時経済体制下における日本中小工業の概念規定とその存
立形態を，氏の実体験を踏まえた眼を通じて描き出そうと試みた。そして，各地の重要工業地
区や農村工業地区を訪ね歩いた氏の眼前に広がっていた光景は，「二重の隔絶性」と氏に言わし
めた後進工業国日本における金属機械工業の惨めな状況にほかならなかった。すなわち，国の
最大の関心と出費によって，経済性を無視してまでも世界水準を凌駕するまでに維持発展せし
められた国営軍需工業と，世界水準より遙か低位にある民間重工業との技術水準と生産性に関
する甚だしい隔絶性，さらにはこの劣弱な民間重工業大企業と中小工業との間の，救い難きに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）まで深刻な隔絶性，という日本中小工業のおかれた「二重の隔絶性」という現実であった。重
工業の技術力が国の命運を決定する時代にあって，その分野の大企業が中小企業を下請企業と
して利用することすら，そもそもその技術水準からして無理な状況であったということは，当
時の日本における産業構造の脆弱性を端的に示している。
　それから約40年の歳月を経た1980年代以降，日本の中小企業をめぐる評価は一変した。国家
1）　小宮山琢二『日本中小工業研究』中央公論社，1941年，「序」，1頁。
2）小宮山琢二，前掲書，38－43頁。
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総動員体制のもとに，すべてが軍需関連の生産に傾注されていた戦時経済体制が瓦解したあと，
戦後の混乱期を脱した日本経済は，1955年以降めざましい高度経済成長をとげた。「日本の奇跡」
と世界を驚嘆させた日本経済は，第1次，第2次高度経済成長をっうじて欧米先進諸国に追い
っき（キャッチ・アップ），さらにはそれを凌駕する水準にまで発展したといえるであろう。そ
して，この第2次高度経済成長のはじまる頃より，国内において，中小企業を再評価する見解
　　　　　　　　3）があらわれはじめる。昭和32年版の『経済白書』が「二重構造」を指摘した時代は，この「二
重構造」によって現出される大企業と中小企業との賃金格差，技術力・生産力格差が徐々に縮
小していく過程のはじまりであった。そして「二重の隔絶性」を，大企業と中小企業との技術
水準や生産性の格差に罎小化して理解するならば，この高度経済成長の過程は，中小企業を近
代化し，「二重構造」を解消する栄光への道であったに違いない。
　しかし，1971年のドル・ショック，1973年の第1次オイル・ショックは，日本経済に多大な
打撃をあたえた。翌1974年，日本経済は戦後初のマイナス成長を経験することとなる。この状
況は，世界主要先進諸国においても同様であった。日本ほどの高度成長は実現しなかったもの
の，戦後それなりの回復・成長をとげてきた主要先進諸国も同様のマイナス成長を示し，やが
て1978年の第2次オイル・ショック以降，世界同時不況という経済危機を招来したのである。
ところが，この危機局面からいちはやく回復への軌道を示し始めたのが，日本経済であった。
円高・原油高という厳しい局面にありながら，日本の主要企業は，減量経営による労働強化，
ME革命による生産効率化，　JITシステム（トヨタかんばん方式）に代表されるような下請利用
の効率化等をつうじてめざましい輸出競争力を備えたのである。こうして日本経済は，世界同
時不況のなかから「例外的」回復を遂げていく。それはまぎれもなく，世界市場に対する，集
　　　　　　　　　　　　　　　　4）中豪雨的輸出攻勢にほかならなかった。
　この日本の輸出攻勢は，欧米諸国で賛否両論をもって迎えられた。各国政府・労働者は一様
に日本の無差別的・集中豪雨的輸出攻勢に反発したが，一部の経済学者や経営者からは，日本
的生産システム，すなわち大企業内部における徹底した労務管理と大企業の生産体制を外部か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）ら支える下請分業システムの効率性に対する高い評価があたえられたようである。日本国内で
3）代表的な見解として，中村秀一郎『中堅企業論』東洋経済新報社，1969年，清成忠男f日本中
　小企業の構造変動』新評論，1970年，ほか両氏の主要著作を参照。
4）井村喜代子『現代日本経済論』有斐閣，1993年，309－320頁，加藤泰男『現代日本経済の軌跡』
　八朔社，1994年，37－75頁。
5）　さしあたり，R．Dore，　B漉醜Facto7y一ノiZpanese　Facto73，，1973（山之内靖・永易浩一訳『イギ
　リスの工場・日本の工場』ちくま学芸文庫，1993年），D．Friedman，　The　Misunderstand　Miracle．
　1ndustrial　DeveloPment　and　Political　Change　in／aPan，1988（丸山恵也監訳『誤解された日
　本の奇跡』ミネルヴァ書房，1992年）を参照。また，フリードマンの著作が，日本の経済発展にお
　ける通産省と大企業との密接な関係を重要視した，C．Johnson，　MITI　and／aPanese　Miracle，
　1982（矢野俊比古監訳『通産省と日本の奇跡』TBSブリタニカ，1982年）に対する痛烈な批判を意
　図していることも注目すべさである。詳しくは，MJ．Piore＆C．F．Sabel，　The　Second　Indus一
　師01Divide，1984（山之内靖・永易浩一・石田あつみ訳『第二の産業分水嶺』筑摩書房，1993
　年），山之内靖「訳者あとがき」451－466頁を参照。
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も，かつての二重構造論的・支配従属論的下請中小企業の評価は影をひそめ，高い技術力と製
品開発力を持った中小企業の重層的存在が，日本的生産システムの効率性を生み出し，日本企
業の強力な輸出競争力の源泉となっているという積極的評価が定着していくこととなる。こう
して日本の中小企業・下請企業に対する評価は，華麗な転身を遂げていったのであった。
　　　　　　　　　　6）　さて，「みにくいあひる」の子は，はたして白鳥へと成長して大空へ自由に羽ばたいていった
のであろうか。戦後中小企業研究の主流をなした，二重構造論的把握やそれにもとつく支配従
属・収奪関係論的把握の根本問題は，高度経済成長，効率的生産システムの形成の過程で，す
べて解消してしまったのだろうか。効率性を第一義と考える合理的な主張を，経済実態の反映
の証として受け入れる前に，今一度，日本の下請中小企業に対する評価の変遷を検討してみる
ことも，あながち無駄なことではあるまい。各論者の下請中小企業に対する評価の変遷は，そ
れぞれの時代の，下請中小企業の存立形態をある程度反映しているのである。以下，主要論者
の論点を要約・検討しつつ，下請制をめぐる論議の現時点での到達点を確認しようと思う。
　　　　　II下請制をめぐる論議の出発点一小宮山・藤田論争
　戦前・戦時経済体制下における中小工業・下請制工業に関する論争として，もっとも注目す
べきものが，前述した小宮山氏と藤田氏の間で取り交わされた論争であることは，多言を要し
ない。すでに幾度となく紹介されてきた論争であるが，のちの論争の基本概念を鋭く提示した
点できわめて重要なものであるため，両者の論点を煩をいとわずここに要約することとしよう。
　小宮山氏は中小工業の存立形態を，図1のように（A）中小工業の独立形態，（B）中小工業の従
属形態，と二分したのち，（B）の中小工業の従属形態をさらに，（1）問屋制工業，（2）下請工業へ
と二分する。（1）の問屋制工業は，支配者が問屋あるいは商業資本である場合で，これは支配さ
れる側が家内工業等の資本家的生産に至らざるもの＝（a）旧問屋制工業と，一応資本家的生産
の内容を備えているもの＝（b）新問屋制工業へと，さらに二分される。最後に残されたのが（2）
の下請工業で，これは支配者が大工業或いは工業資本たる場合で，支配される側は，資本家的
　　　　　　　　　　7）内容を備えた企業である。「経験的事実を概念化することに執念していた」と氏が述べるごと
く，この存立形態の分類は，きわめて即物的である。
　これらの存立形態のうち，小宮山氏にとって最も問題関心の深かったものが，最後にあげた
下請工業である。氏は，この下請工業が従属的形態にあることを認めつつも，それが生産上の
根拠にもとつくものであり，問屋資本や商業資本の，流通過程をつうじての前期的収奪による
生産者の支配とは，支配の根拠が異なることを強調した。すなわち，下請制のもとでは，親工
場と下請工場とが生産工程上の関係をもって，多かれ少なかれ有機的に結合し，したがって，
6）　伊藤岱吉氏の比喩的表現。日本中小企業学会編『下請・流通系列化と中小企業』同友館，1985
　年，「はしがき」。
7）小宮山琢二，前掲書，6－11頁。
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図1　中小工業の存立形態
（A）中小工業の独立形態
（B）中小工業の従属形態
　（1）支配者が問屋あるいは商業資本，輸出貿易資本，百貨店資本等たる場合（問屋制工業）
　　（a）下請業者の生産が資本家的生産たらざるもの（旧問屋制工業あるいは家内工業）
　　（b）下請業者の生産が一応資本家的生産の内容を備えているもの（新問屋制工業）
　（2）支配者が大工業あるいは工業資本たる場合（下請工業）
（小宮山琢二『日本中小工業研究』中央公論社，1941年，7頁。）
その生産分化が社会的分業ないしは一生産部門内の特殊分業である限り，その生産物は価値ど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）おりに交換されうることと規定したのである。
　以上の規定は，のちに藤田氏によって手厳しく批判されることとなるが，戦時経済体制がま
すます強化され，地方統制工業等の政策が順次おしすすめられてくるなか，小宮山氏が「二重
の隔絶性」と認識した中小工業の浮動的下請が，大工業のもとに専属下請化していく現実は，
中小工業にとって唯一，技術力・生産性を高めていく道程であったであろう。すなわち，下請
工場の生産を部分工程へと特化させ，大工場の生産過程と有機的連関を持たせることは，一面
では大工場による中小工場の支配の強化を招来させつつも，他面では大工場から中小工場への
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）技術移転を可能とする「生産力拡充」の現実的対応に他ならなかったのである。支配の強化・
従属への転落が，上昇への契機へと転化する。これは戦時経済体制という特殊局面のみの現象
ではない。戦後，大企業による下請中小企業の系列化が進展するなかで，この指摘がふたたび
クローズ・アップされてくることとなる。可能性としての等価交換という展望の甘さを露呈し
つつも，そこには政策担当者としての小宮山氏の鋭利な観察力が見通せるのである。
　これに対する論争のもう一方の当事者である藤田氏は，下請制の本質として，支配的資本に
よる中小工業資本の流通過程からの収奪を強調する。氏によれば，下請とは「工場・問屋・商
社またはこれらに代位するブローカーのごとき存在が，他の一般に劣位なる工場に部品の製作
加工・修理等の仕事を供与する」ことで，「要するに資本主義における支配的な資本の中小工業
　　　　　10）の支配である」。したがって，下請制は工業生産形態発展の一形態を画するものではなく，あくま
でも支配的資本（商業資本）による下位資本（中小工業資本）支配の一形態として理解される。こ
こから，生産形態の発展段階と，生産形態を支配するもの（商業資本またはかかる機能を持つ資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）本）の支配の諸形態の発展段階とを厳しく峻別する，論理の一貫性が導きだされる。
　8）　小宮山琢二，前掲書，29－31頁。
　9）　小宮山琢二，前掲書，133－136頁。
　10）　藤田敬三「日本中小工業と下請制の本質」（藤田敬三・伊藤岱吉編『中小工業の本質』有斐閣，
　　1954年，所収），121－122頁。
　11）　この論理展開から，工業の発展段階の諸形態と，工業生産を支配するものの発展段階の混同に
　　関して，有名なレーニンとビュッヒャーとの対比が紹介されるのであるが，ここでは，その詳細
　　を論述する余裕はない。詳しくは，藤田敬三「日本中小工業と下請制の本質」，122－125頁を参
　　照。
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　前述したように，小宮山氏による下請中小工業の存立形態の把握が即物的であるとするなら，
藤田氏の把握はきわめて論理整合的である。両者の立場の違いを明示しているかのようである。
したがって，藤田氏にとってみれば，小宮山氏の「問屋制工業」のなかの，「新問屋制工業」と
「家内工業あるいは旧問屋制工業」という対置は誤解を招きやすい概念のたてかた，というこ
　　　12）とになる。さらに藤田氏は小宮山氏の下請工業把握について，「元方たる大工場（親工場）が中
小の工場を支配する場合に限り，これを下請制工業となすことは，その商業資本的工業支配の
最高の形態たる本質を隠蔽する結果ともなり，工業の外部からする支配という下請制の本質の
貫徹性を不明瞭ならしめる難点を含んでいる。この際元方工場の購買部の商業資本的性格と問
屋資本の商業資本的性格との間に，本来その差別を認めるべき理由はない。下請の内容たる主
として資本の流通過程をつうじての利潤追求の性格に，なんらの相違は認められないからであ
13＞
る」と指摘する。藤田氏の下請制の本質把握からいって，支配する側の資本がたとえ産業資本
であろうとも，それが下請制で果たす機能は商業資本による流通過程を経ての収奪にほかなら
ない。その際，小宮山氏のように，支配する側の資本を問屋等の商業資本と機械制大工業のよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）うな産業資本とに峻別する理由は存在しないのである。この本質把握の理解が，その後の系列
論争において，藤田氏の論理整合性をみずから突き崩すこととなるのである。
　以上のように，小宮山氏，藤田氏，双方とも，戦前，戦時経済体制下における日本中小工業
の脆弱性を，現実に目の当たりにしていた。小宮山氏は，問題の本質が中小工業の生産力上の
権楷，すなわち生産性や技術面での「二重の隔絶性」にあると捉え，この問題の解決こそ，収
奪の対象とされ，対等ならざる取引関係を強要される中小工業を自立した存在へと発展させる
道であると認識したのである。したがって，浮動的下請にある中小工業が大工業の専属下請へ
と移行することは，大工業との生産連関上の有機的結合を通じてなにがしかの技術移転がおこ
12）藤田敬三「日本中小工業と下請制の本質」，125頁一128頁。この部分の叙述から判断すると，
　小宮山氏が下請中小工業を想起するにあたって，まず金属加工業（重工業）を意識していたのに
　対して，藤田氏は繊維産業（軽工業）を意識していたと思われる。ここから，両者の「問屋」に
　対する意義づけの温度差が読み取れる。藤田氏が金属加工業の下請に関して論述する場合にも，
　そこにおけるブローカーや問屋の活動が問題の中心となり，生産過程での有機的関連をもった工
　業下請と繊維産業における問屋制とを峻別する意識はない（藤田敬三『日本産業構造と中小企業』
　岩波書店，1965年，75－86頁を参照）。
13）　藤田敬三「日本中小工業と下請制の本質」，128頁。
14）　この点に関して染谷孝太郎氏は，藤田氏が下請制の理解にあたって資本の実存形態（産業資
　本，商業資本，貨幣取引資本）と工業資本の機能的循環形態（たとえばG－W…P…WLG’等）の
　一部とを混同していると指摘する。藤田氏が商業資本と同一視する元方工場の購買部は，実は，
　上記のような工業資本の循環運動のうちの購買過程（G－W），すなわち貨幣資本の生産資本化が
　おこなわれる場合の一部の資本である。したがって，工業資本の購買部における貨幣資本による
　中小工業支配を，いわゆる商業資本の工業支配の形態に一括することは不可能である。詳しくは，
　染谷孝太郎『日本中小企業の理論』白桃書房，1962年，65－68頁を参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）なわれ，中小工業を自立した存在へと導く現実的方策であった。これは，下請制に対する前向
きの評価である。
　これに対して藤田氏は，日本における中小工業問題を，日本資本主義成立期以来の構造的矛
盾のあらわれと理解した。寄生地主制のもとでの賃労働形成の特殊性，この半農半工の低賃金
労働者層を基盤とする急速で碕形的な工業部門の発展は，その後の日本資本主義の後進的発展
を強烈に刻印していくこととなる。政府の手厚い保護をうけた官営工場の払い下げと早期的な
産業資本の確立，劣悪労働条件下での低賃金労働を基盤とする在来産業製品の飢餓輸出に支え
られた近代的産業部面の資本の循環，ここに日本資本主義の構造矛盾が，その発展の初発から
端的に示されていたのである。しかしながら，この低賃金基盤を最大の武器として明治末期か
ら大正前期にかけてめざましい成長を遂げた日本の中小企業とくに中小工業も，その後第一次
大戦のブームに恵まれて一応発展の道を辿ったものの，昭和2年（1927年）の金融恐慌によって
決定的な打撃を受けることとなる。こうして，「わが国産業における大企業と中小企業との不完
全ながらの競争関係は，この期を境として急速に独占企業と中小企業間における支配従属の関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）係に転化し，産業構造の二重性は固定化されるに至った」のである。その後，経済的混乱のな
かで独占の形成がいっそう強化されるとともに，下請制が広範に展開され，中小企業の上層育
成・下層淘汰が経済統制の強化とともに進展する。独占資本の生産する原料・製品の高価格維
持を通じての独占利潤の獲得，下請制を通じての中小企業労働者と中小資本家の収奪，そして
この収奪機構を維持するための統制強化，これらすべてが後進工業国日本の資本主義体制を支
える必然の産物であった。かくして「中小企業優位的現象形態の背後における独占体の中小工
業支配の日本的な特殊形態としての下請制のなかに，そしてこの資本の特殊な労働搾取の形態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）の中に，日本経済における中小工業の特異な役割」が見出されることとなるのである。したが
って，小宮山氏が中小工業の近代化を期待した下請制も，藤田氏の理解では，産業資本の購買
部がおこなう前期的収奪，すなわち商業資本による下位工業資本の支配形態の枠を超えるもの
ではなく，その技術移転の可能性も限られたものと理解される。藤田氏にとって，下請制とは，
あくまでも後進性のあらわれにほかならないのである。
　以上が，戦前，小宮山氏と藤田氏の間でかわされた論争の主要な論点である。注目すべきは，
すでにこの段階で，その後の下請制の評価をめぐるさまざまな論点の中枢にかかわる問題が，
明確に意識されていたことである。戦後，この基本線に沿って，下請制をめぐるより一層の議
15）　田杉競氏も，中小企業の存在を適度規模論的に把握しながらも，当時の国家的保護策が大企業
　のみに与えられたことから，大工場と中小工場との間には経営上も技術上も多大な懸隔が存在し，
　そのために中小工場が低賃金を基盤とする技術的に幼稚な製品分野の加工・製造に主としてかか
　わっていること，現実的にはいまだ少数とはいえ，中小下請工場の元方大工場への専属下請化は，
　有機的生産関係の形成を通じて，中小工場の技術の向上を期待できることを指摘してV・’る（田杉
　競『下請制工業論』有斐閣，1941年，22頁，283－285頁，424頁）。
16）　藤田敬三『日本産業構造と中小企業』，「はしがき」i頁。
17）　藤田敬三『日本産業構造と中小企業』，7－8頁。
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論が展開されることとなる。
III下請制と系列化をめぐる論議
　戦後の混乱期，一時的に自由な生産活動を展開した中小企業群も，経済の復興計画が逐次実
行に移されてくる中，次第に大企業の下請へと再編されてくることとなる。そして，高度経済
成長のはじまりとともに，戦後の下請制は新たな展開をみせた。「もはや『戦後』ではない」
と，新しい時代の到来を宣言した昭和31年（1956年）版の『経済白書』は，この新しい時代を「技
術革新（イノベーション）」と「近代化（トランスフォーメーション）」という新しい用語によ
って特徴づけ，日本資本主義が背負った後進性・諸矛盾が経済の発展によってのみ吸収される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）こと，そのための技術革新の導入に政府が積極的に取り組むことを表明した。財界もこぞって
訪米視察団を結成し，外国技術の導入に躍起となる。日米安保体制の強化は，政治面からも日
　　　　　　　　　　　　　　19）米経済協力を全面的に後押しした。こうして外国の新鋭技術を積極的に取り入れて，先進諸国
へのキャッチ・アップを推進する大企業にとって，生産力上の栓桔として痛感されたのが，戦
前からその存在なしにはみずからの発展も展望しえなかった下請中小企業の技術水準であった。
戦前の「二重の隔絶性」が，再度，認識されたのである。ここに，中小企業上層部を系列企業
として積極的に育成し，技術移転や経営力の強化を図ろうとする動きが登場する。いわゆる「系
　20）
列化」の問題である。
　ここでも，論議の中心をなした見解は，藤田氏のものであった。氏は，企業系列を「問屋制
家内工業から下請制を経ていわばその弁証法的発展を遂げた生産面の外部からする資本の工業
支配の形態であるから，前記の二者の系譜を受けつつ，段階的に新たなる資本の要求に応ぜん
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）とする企業結合の形態たる点にその本質的な特徴を持って居る」とする。その内容は，第一に，
単なる元方と下請業者の関係ではなく，一定の企業集団と元方との生産流通の体系的結合であ
ること（戦時中の企業系列に共通），第二に，これが戦後の独占資本が直面した内外の激しい競
争に対して，技術的・経営的に結合して，その競争力の強化を図ろうとする計画的なものであ
ること，第三に企業系列は，あくまで市場ならびに景気変動への適応体制であり，大企業が中
18）昭和31年版『経済白書』，42－43頁，井村喜代子，前掲書，152頁。
19）　井村喜代子，前掲書，155－161頁。
20）　この「系列化」という言葉には二つの意味が共存している。ひとつは大企業と中小企業の間の
　支配・従属関係を伴う下請関係を通じての系列化であり，もうひとつは，大企業相互間の業務提
　携やグループ化と呼ばれるような系列化である（小林義雄編『企業系列の実態』東洋経済新報社，
　1958年，12－16頁）。前者が本来の意味での系列化であるが，後者は，貿易の自由化・資本取引の
　自由化を迫られつつあった高度経済成長期に，多くの大企業が外資による乗っ取りを警戒し，相
　互に株式を持ち合う企業グループ化が進展したことによって生じたものである。1980年代以降の
　欧米からのKEIRETSU批判は，この両者を渾然一体としたものとしてとらえている。また，この
　大企業による株式相互持合を通じて，その後の日本資本主義の法人資本主義化が本格化すること
　となる。詳しくは，奥村宏『法人資本主義』御茶の水書房，1984年，を参照。
21）藤田敬三「再び企業系列について」『大阪経大論集』第21号，1957年，8頁。
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小企業との賃金格差を利用し，労働攻勢を回避するための手段であること，そして最後に，こ
の企業結合は，一方では単なる下請のように一時的・個別的な連繋ではなく，比較的長期の安
定した企業間取引結合ではあるが，他方では持ち株会社とその子会社のように一体化したもの
ではなく，その時々の経済情勢と共通利害の変動如何によって随時結合解消しうるもの，とい
　　　　　22）うことになる。こうして，藤田氏は企業系列を「元来下請制の中から発生したものであり，下
請制との共通性は勿論問屋制家内工業の系譜下にある企業結合形態であり，その最高の発展形
　　　23）態である」と理解する。下請制を，上位資本による下位中小資本の流通過程を経ての収奪関係
とし，そこにおける生産力発展の契機を否定した藤田氏にとって，「系列化」による下位資本の
発展は，下請制と同一段階として理解しうるものではなく，収奪関係は一貫しっっも，それは
より高次の発展段階としてとらえられたのである。経営面・技術面における親企業と系列企業
との密接な関係は，当然人的，技術的，資本的つながりを相当強化させる傾向をもち，との限
りにおいて，系列企業は下請制のあたかも完全な反対物であるかのごとき一面を持っていると
　　　　24）いう指摘は，氏の論調にかなりの破綻を生じさせることとなってしまった。
　これに対して，小林・市川両氏は，藤田氏の下請制把握の問題点を次のように指摘する。す
なわち，下請制を「商業資本の工業支配の形態」と規定した上で，今日までの下請制を，問屋
制マニュファクチュアの頃からの商業資本による工業支配の延長とみるかぎりは，下請制のう
ちに商業資本による支配ではなくて，どうしても工業資本による支配としかみられないものが
現れてこざるをえない。こうしたなかで，程度が高く，新しい技術の上に立ち，ある程度緊密
な結合関係が大資本と中小企業の間にいくつもみられるようになると，それらはどうしても下
請制では解釈がつかなくなる。そこで藤田氏は，「系列化」あるいは「企業系列」を企業結合の
新しい形態として取り上げ，これを下請制とは異なった本質をもつものとして規定したのであ
25）
る。たしかに，日本資本主義成立の特殊性から，日本における独占の形成は遅れたもの，前期
的性格を色濃くあらわすものではあった。しかし，その遅れた性格をもった戦前期の独占的工
業資本ですら，そして戦後，財閥解体を経たあとの独占的工業資本の場合はなおさら，その独
占資本による中小企業の支配・収奪を商業資本的な遅れたものとみなすことには無理があると
　　　　　　　26）いわざるをえない。上位資本による下位資本の近代的・商取引的性格をもった下請生産は，1913
年までのフォードの自動車生産においてさえ，広く全面的に採用されていたものであり，これ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）を「商業資本による工業支配の最高の形態」と考える余地はない。
　ここから両氏は，下請制の本質が大工業による中小工業の支配・従属形態が主体であるとい
22）
23）
24）
25）
26）
27）
藤田敬三「日本産業における企業系列」『経営研究』（大阪市立大学）第29号，1957年，27頁。
藤田敬三「再び企業系列について」6頁。
藤田敬三「再び企業系列について」7頁。以上の藤田氏の企業系列に関する論説は，藤田敬三
『日本産業構造と中小企業』，第6章「日本産業における企業系列」に再録されている。
小林義雄，前掲書，9－10頁。
小林義雄，前掲書，17頁。
小林義雄，前掲書，8頁。
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う，戦前の小宮山氏の規定を再確認し，企業系列を大企業と中小企業のあいだの支配従属関係を
ともなう関係で，本質的に下請制に属するが，従来の下請関係に比べてその支配従属の関係がよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　28｝り組織的であり，より緊密なものと規定する。それは，一方的な搾取の手段ではない。戦後の急激
な技術進歩，あるいは新技術導入の強い必要から，独占資本が中小企業を下請化して支配利用す
る場合，優良企業を選別してそれらの中小企業を有機的に強固に編成し，多少の援助を与えなが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）ら，これを組織的に利用することが，「企業系列化」の内容とされたのであった。こうした論調の
背後には，戦後，問屋の機能が著しく低下・弱体化したために，大企業が問屋を排除して下請
中小企業と直接，取引関係をもつことが一般化した状況があったこともたしかである。
　系列化の内容をより詳細に分析した酒井氏は，系列化が進展してくる中で，系列化されてい
る企業のほうが，系列外の企業よりも優位な状態にあること，多くの下請中小企業が，積極的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30）に大企業の系列下への編入を望んでいる事例が多いことから，親企業対系列下企業の関係を一
方的に搾取・被搾取の関係と単純に理解することが誤りであることを指摘している。すなわち，
「『系列化』は本質的には，大企業による中小企業支配の形態に他ならないが，系列内企業と親
企業間，系列内企業相互間，および系列内企業と系列外企業との問に利害の共通・対立の両側
面が包括されており，このことが，中小企業の階層分化を促進するところから，『系列化j現象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31）がより複雑な社会的意義をもつようになってくる点が重要」であるとし，企業相互間の競争関
係の視点を強調した。さらに氏は，系列支配の物的手段となる要素から，系列の種類を（a）原材
料系列，（b）資金・経営系列，（c）生産系列，（d）設備・技術系列の4形態へと分類したのち，各
産業部門の生産工程の違いから，（イ）段階生産物生産部門，（ロ）組立生産物生産部門へと二分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32）し，両者の組み合わせによって「系列化」にはさまざまな現象形態があるとする。こうしたさ
まざまな現象形態を通じて，一方では中小企業の近代化が進展し，他方ではこの系列からはず
された中小企業の没落が加速化するという，相対立する複雑な局面を系列化は示すこととなる
のである。
　高度経済成長の進展にともなう革新技術の絶えざる導入と企業間競争の激化は，系列下企業
に対しても相応の設備投資を要請し，系列企業をますます親企業の傘下へと従属化させつつ，
戦略上重要な系列企業には，経営の安定と成長が約束される。系列企業は，親企業の生産補完
者としての役割をますます強めるが，それは同時に，系列企業に「社会的分業」の一翼を担う
にたるだけの技術的・物質的条件をととのえる可能性をあたえるものでもある。しかし，系列
の強化は，親企業の外注管理政策をより一層厳しいものとし，系列企業に絶えざる品質の改良，
28）
29）
30）
31）
小林義雄，前掲書，12－13頁。
小林義雄，前掲書，20－21頁。
内田星美「繊維産業一一繊維産業における系列下と企業提携」『公正取引』1957年，1月号。
酒井安隆「いわゆる『系列化』について」『経済学雑誌』（大阪市立大学）第37巻，第1号，1957
年，31頁。
32）酒井安隆「いわゆる『系列化』について」，41頁。
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納期の厳守，そしてコストダウンを要求する。上層部の系列企業が自己自身でこの要求を満た
すことができなかった場合には，犠牲を他に転嫁せざるをえない。こうして，外注管理政策の
強化は，系列内企業相互間の競争を通じて，さらには系列内企業と系列外企業との競争を通じ
て，いわゆる「しわよせ」が順次下位資本へと転嫁されていく実態へと導く。かくして，「系列
企業」はますます特定の親企業への「専属度」をたかめることによって「奇形化」し，その「安
定と成長」の姿は歪められたものとならざるをえないであろうし，他方において，「系列化」の
進展は，「下請」「再下請」の再生というかたちでの「非系列企業層」の量的増大を不可避なら
しめ，「系列化」の進展によって「二重構造」は解消するどころか，さらに拡大再生産されるで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）あろうことは，容易に見通されることとなるのである。
　以上のように，戦後の「系列化」論争は，戦前の小宮山・藤田論争を引き継ぐ形で展開され，
両者がおこなった下請制の本質把握の妥当性に関して，再度詳細な検討がくわえられた。しか
し，この「系列化」をめぐる論争は，戦後の日本経済が戦前の後進的な産業構造を引き継ぎな
がらも，新しい時代へむけて高度経済成長がはじまり，遅れた近代化が現実的対応を示し始め
た過程，すなわち，昭和31年版の『経済白書』が述べる，経済発展のみが日本経済の後進性・
諸矛盾を吸収しうるという過程が，論争当事者の眼前で現実のものとして展開される時代にお
こなわれた。産業構造の高度化が急速に達成されていくなかで，下請制をめぐる問題の本質が，
戦前期とはかなり違ってとらえられたことも事実である。下請制のなかに生産力発展と近代化
への契機をみいだした小宮山氏の見解が再評価され，下請制をあくまで後進性のあらわれとみ
る藤田氏の見解は時流を逸した。高度経済成長期の日本における経済構造の激変を鑑みるなら
ば，渡辺氏の述べるごとく，「単純に，親企業の収奪と中小工業の生産力の停滞制を一体化して
考えるような戦中の小宮山・藤田両氏に共通した理解では，下請関係を理解するものとしてま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34）ったく不十分であることを，系列化という現象それ自体が明白にした」といえる。下請制をめ
ぐる論議は，ある程度の論理の方向転換を余儀なくされたといえるであろう。
IV　下請制の効率性をめぐる論議
　1971年のドル・ショック，そして1973年，1978年の二度のオイル・ショックを切り抜けた日
本経済は，その後の世界同時不況のさなかに「例外的」回復を遂げていく。それはまさに，世
界市場に対する集中豪雨的輸出攻勢にほかならなかった。高度経済成長期の「日本の奇跡」は，
「日本の脅威」へと変質し，日本の一方的な経済進出に対する非難と同時に，この無原則な経
33）　酒井安隆『企業系列と産業構造』日本評論社，1965年，57－76頁，市川弘勝編r現代日本の中
　小企業』新評論，1968年，137－147頁，巽信晴「産業構造の変化による下請制工業の展開と特徴」
　（大阪市立大学経済研究所『産業構造の転換と日本経済』東京大学出版会，1979年，所収）123－
　124頁。
34）　渡辺幸男「下請・系列企業」（中小企業事業団・中小企業大学校・中小企業研究所編『日本の
　中小企業研究』第1巻く成果と課題〉有斐閣，1985年，所収），398頁。
（281） 下請制の評価をめぐる諸論議の推移 281
済発展に対する効率性賛美論が，国の内外で評価される時代となった。世界は，絶えざる経済
発展を，そして効率性をもたらす合理的生産管理を，人々に幸福をもたらす神託として受容す
る時代となった。中小企業庁編『中小企業の再発見　80年代の中小企業ビジョン』に描かれる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35）中小企業のパフォーマンスに対する評価は，底抜けに明るい。下請制をめぐる論議も，こうし
た方向ヘシフトしていくことは，系列化をめぐる論議のなかで，すでに前提とされていたとい
えるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36）　1980年代の下請制の効率性論に関しては，すでに多くのレビューが存在する。ここでは，そ
うした論争のなかで重要性をもつと思われるものを概観していくこととする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37）　中村（精）氏は，O．E．Williamsonの内部組織論を援用しつつ，つぎのように述べる。取引の
不確実性，複雑性に人が十分対処できないとき，情報の偏在（information　impactedness）が
生じ，取引費用（transaction　cost）がかさむ。これを阻止するために，企業は市場を媒介とし
た社会的分業の利用から，内部組織利用，すなわち垂直的統合へと移行する。垂直的統合へと
導く要因には，生産費の節約や技術開発，市場（原料・販売）確保等さまざまなものがあるが，
寡占的産業組織が強まり，完全競争からの乖離が大きくなるほど，情報の流れが阻害される。
そこで部門間の内的連絡にもとつく正確情報収集が，垂直的統合へと導く主要因となる。しか
し，垂直的統合は，景気変動に対する組織の硬直性や部門間の調整難等多くの難点もあわせも
つ。これに対して，垂直的統合と社会的分業の中間に位置し，両形態の長所を利用できるのが
準垂直的統合としての下請制である。支配従属関係にもとつく下請制は，垂直的統合に準じて
情報把握，内的連絡が容易であり，親企業の指導を通じて技術進歩，生産性の向上がおこなわ
れることから，品質向上，費用節約がはかられる。さらに下請制は，完全な企業統合ではない
ので，組織の柔軟性，異部門間調整の円滑化，規模の経済性，資本節約，賃金格差の利用や，
下請企業間の競争と親企業の内製化の脅しを前提とした価格の切下げ等，社会的分業の長所を
も実現させることができる。このような企業間取引を通じて，中村氏の説明する準垂直的統合
35）　中小企業庁編『中小企業の再発見　80年代の中小企業ビジョン』（財）通商産業調査会，1980
　年，6－7頁。また，岡田浩一「下請取引の変化とその問題性」『明治大学社会科学研究所紀要』第
　33巻，第2号，1995年，も参照。
36）植田浩史「日本経済の構造変化と下請制」（中小企業事業団・中小企業大学校・中小企業研究
　所編『中小企業の構造分析』1989年，所収），河崎亜洲夫「日本の下請制に関する諸論議の推移」
　『四日市大学論集』第6巻，第1号，1993年，高橋美樹「日本の中小企業研究と企業間関係分析」
　『三田商学研究』第35巻，第4号，1992年，辻吉彦「経済構造の変化と下請問題」『公正取引』
　No．445，1987年，三井逸友「今日の下請制をめぐる若干の論点に関するノート（上）（下）」『経済学
　論集』（駒沢大学）第16巻，第2号，1984年，第16巻，第4号，1985年，港徹雄「下請中小企業の新
　局面とその理論展開」『商工金融』第35巻，第1号，1985年，渡辺幸男「日本機械工業の下請生産
　システムー一効率性論が示唆するもの一」『商工金融』第35巻，第2号，1985年，同「下請・系
　列中小企業」（中小企業事業団・中小企業研究所編『日本の中小企業研究』第1巻，〈成果と課題〉
　同友館，1992年，所収），同r日本機械工業の社会的分業構造』有斐閣，1997年，第1章「従来の
　下請制研究の展開と到達点」。
37）さしあたり，0．E．Williamson，　Markets　and　Hierarchies，1975，（0．E．ウィリアムソン著・
　浅沼萬里，岩崎晃訳『市場と企業組織』日本評論社，1980年）を参照。
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としての下請制においては，小宮山氏の「生産工程における有機的結合」と，藤田氏の「商業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）資本的工業支配」が統一的に位置づけられることとなるのである。
　以上のように，準垂直的統合としての下請制は，親企業の立場からすれば，うまく運用され
るかぎり非常に有利な企業結合ということになる。問題は支配従属関係が円滑に形成されるか
どうかなのであるが，中村氏は，日本において広範に下請関係が形成された要因を，社会・文
化的要因としての「イエ社会」にもとめている。欧米社会の個人主義に対して非欧米社会の集
団主義という図式は，よく対置される社会・文化的差異であるが，日本の集団主義の基盤は「イ
エ」にもとめられる。「イエ社会」における集団所属志向と集団に対する忠誠心の伝統が，下請
系列という縦型組織をスムーズに受け入れ，それを積極的に機能させる基盤となったと，氏は
　　　39）
指摘する。
　中村氏と同じようにWilliamsonの理論を援用しつつも，その他の組織論からも多くのものを
吸収しつつ，日本的生産システムの形成を文化・精神論からではなく，経済合理性から説明し
ようとするのが，港氏の立場である。氏はまず，オイル・ショック以降の日本工業の卓越した
国際競争力の源泉を，日本の生産システムの優位性にあることを確認する。すなわち，先進諸
国で資本蓄積が進展し，技術水準も平準化した今日では，技術突破的（ブレーク・スルー）な
新製品の出現も少なく，各国の競争力の差異は，製品の改良技術や品質管理などに影響を与え
ている生産システムの優位性に集中的に現れるようになった。そして，日本的生産システムの
優位性こそ，高い技術力をもった多数の中小企業の重層的下請分業構造によって支えられてい
　　　　40）
るのである。
　ところで，この下請制という企業間結合を組織している「結合要素」は，親企業の持つ統制
力にほかならない。そして，下請制における企業間組織の統制力の源泉は，あきらかに親企業
が下請企業よりも優位な経営資源を保持しているからで，下請企業にとってその経営資源のも
つ希少性の強さが，その統制の受容程度を規定しているのである。すなわち，資金，市場，技
術等は，中小・零細企業にとって，最も希少性の高い経営資源であるゆえ，親企業のもつこの
ような経営資源の相対的優位性が下請企業に親企業の統制を受け入れさせる根拠となっている
　　　41）
のである。ところが，高度経済成長を経験し，二度のオイル・ショックを克服した今日，こう
した希少性をもつ経営資源が中小企業にも容易に入手しうる状況のもとで，なお，下請関係が
日本の産業組織において強固に維持されているのは，そのような企業間組織を維持することが
その成員にとって利益があるためである。それは港氏によれば，次に述べるようなきわめて経
済的合理性をもつ要因にもとついている。
38）　中村精『中小企業と大企業』東洋経済新報社，1983年，51－53頁。
39）　中村精，前掲書，39－41頁。
40）　港徹雄「日本の技術特性と下請生産システム」『商工金融』第32巻，第7号，1982年，13頁。
41）港徹雄「日本型生産システムの編成機構一一企業間組織の生産性視点」『青山国際政経論集』
　第2号，1984年，74－75頁。
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　日本的生産システムの特徴をなす下請生産システム，すなわち親企業と下請企業との間に形
成される企業間組織の最も重要な構造的特性は，一般に重層的下請制と指摘されるような下請
システムにおける階層構造である。この階層的組織は，Williamsonらが指摘するように，情報伝
達に必要な資源を大幅に節約しうる能力をそなえている。たとえば，日本では数次にわたる重層
的下請生産システムが形成されているのにたいし，米国では，下請利用はせいぜい二次下請程度
である。したがって，米国の生産システムが親企業と下請企業との直接的な情報伝達システムで
あるのに対し，日本の生産システムでは数次にわたる重層的下請生産システムの各レベルごと
に集約された情報ターミナルをもつ階層的な情報伝達システムとなっている。K．J．Arrowが指
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42）摘するように，コミュニケーション・コストは逓増的な費用特性をもっているので，階層的な企
業間組織をもち，各レベルの親企業が階層的な情報伝達のターミナルとして機能している日本
の生産システムのほうが，コミュニケーション・コストははるかに低い。さらに，階層的な企
業間組織によって接触すべき下請企業が少数に集約されるため，親企業と下請企業の接触は頻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43）繁になり，正確な情報伝達が実現され，企業間組織の生産性は一層高められる。ここに，下請
制を存続させる理由の一つが存在するのである。
　つぎに港氏が指摘する日本の企業間組織の生産性を高めている理由は，あいまいな「暗黙の
合意」にもとつく長期継続的取引という特徴である。欧米先進諸国においては，取引期間や発
注内容等の取引条件はあらかじめ契約書に明記されており，取引期間は通常四半期からせいぜ
い一年程度である。これに対して，日本の下請契約は「暗黙の合意」にもとついておこなわれ
るため，取引期間をさだめず，また下請単価も随時変更される。これは，生産期間が長期化す
る場合に，学習効果によるコスト・ダウンの利得を，発注側・受注側が状況に応じて折半しう
　　　　　44）る効果を生む。さらに重要なことは，長期・継続取引のもとでの，親企業と下請企業との間の
リスク分担のありかたである。親企業，下請企業ともにきわめて高いリスク回避指向を示しな
がらも，基本的には短期的な景気変動のリスクについては臨機応変に下請企業が分担し，それ
を親企業が長期的に補填することによって，相互に利害を一致させている。下請企業の企業倒
産が，非下請企業に比較して必ずしも高くないことから，短期的な景気変動リスク負担が長期
的には親企業によって補填されているということは十分推論しうるし，企業間でこうしたリス
クの相互分担が可能であるのも，企業間取引が長期にわたって継続されているからにほかなら
42）K．J．Arrow，　The　Limits　of　Organization，1974，（K．J．アロー著・村上泰亮訳『組織の限
　界』岩波書店，1976年）。
43）　港徹雄「日本型生産システムの編成機構」，81－83頁。日本と欧米との自動車工業における下
　請システムの比較に関しては，池田正孝「自動車部品工業の下請システムの国際比較」『商工金融』
　1987年10月号を参照。また，港徹雄「下請システム編成機構に関する一試論」（日本中小企業学会
　編『下請・流通系列化と中小企業』同友館，1985年，所収）も，参照のこと。
44）港徹雄「日本型生産システムの編成機構」，85－86頁。
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　45）
ない。
　以上のような，あいまいな「暗黙の合意」にもとつく，密接・強固な下請関係が成立しうる
のも，親企業・下請企業間にある種の「信頼」財が形成されたためであると，港氏は指摘する。
氏は，この「信頼」財が，1965年の不況期以降，形成されたとみている。すなわち，1965年の
証券恐慌につづく不況の過程で，一部の大企業では下請企業の一方的整理をおこなったが，そ
れらの大企業は，その後の景気回復局面で，今度は下請企業の確保に苦労することとなった。
これとは逆に，不況期に下請企業を維持した親企業は，下請企業からの信頼を獲得し，その後
の良好な下請関係を発展させたのである。以後，多くの企業で下請取引における社会的規範が
認識されてくるようになった。契約書も交わさずに，下請企業が親企業の専用加工工程のため
に多額の投資をおこなうことも，親企業と下請企業との問に，「信頼」財が形成されているから
　　　　　　46）にほかならない。もし，一部の企業がその優越的な立場を利用して，下請中小企業の再生産が
不可能なまでに徹底した収奪をおこなったとしたならば，日本における下請システムはこれほ
　　　　　　　　　　　　　　47）どまでに発展しなかったであろう。このように，日本的生産システムを維持してきた要因は，
日本の文化・精神構造ではなく，きわめて経済合理的な判断にもとつくものなのである。
　下請制の効率性論は，以上のような親企業の統制力を認めた上での下請中小企業の技術力・
生産力を高く評価するものから，支配・従属関係解消論，企業ネットワーク論等，現在ではさ
　　　　　　　　　　　48）まざまな展開をみせている。それらの論議に一貫してみられる傾向は，国民経済の構造論的把
握の欠如あるいはその否定であり，下請制をめぐる問題，あるいは中小企業そのものをめぐる
諸問題が，経済合理性の背後に押しやられていることである。自由競争を前提とした市場経済
のもとでは，強者が勝ち残り，弱者が敗退していくのは自明の理である。しかし，無原則の自
由競争の容認は，独占や寡占の成立，あるいはその勢力拡大も，自由競争の原理のゆえに是認
する。独占の形成にかたくななまでの拒絶反応を示した19世紀のイギリス資本家層や，独占が
生み出す弊害にいち早く警笛を鳴らしたアメリカ資本主義との性格の違いが，たとえ世界一の
45）港徹雄「日本型生産システムの編成機構」，87－89頁。
46）　港徹雄「下請取引における『信頼』財の形成過程」『商工金融』1988年1月号，9－10，16－18
　頁。しかし，たとえこのような「信頼」財が形成されたとしても，買手と売手の交渉力の差は歴
　然として存在しており，これが下請中小企業の経営を不安定にしていることも事実である。詳し
　くは，金森和彦「取引の一形態としての下請制」r南山論集］（経済・経営学編）第13号，1984年，
　植田浩史「自動車産業における下請管理」『商工金融』1987年，第9号，を参照。
47）港徹雄「日本型下請システムとコミュニケーション」（武部善人・谷山新良編著『産業経済分
　析』大明堂，1984年，所収），135－136頁。
48）　浅沼萬里「自動車産業における部品取引の構造」『季刊　現代経済』No．58，1984年，同「日本
　におけるメーカーとサプライヤーとの関係一関係の諸類型とサプライヤーの発展を促すメカニ
　ズムー」（土屋守章・三輪芳朗編『日本の中小企業』東京大学出版会，1989年，所収），今井賢
　一「ネットワーク産業組織」『季刊　現代経済』No．58，1984年，高橋美樹「ネットワーク組織論
　からみた下請生産システム」（中小企業事業団・中小企業研究所編『中小企業の構造分析』1988
　年，三輪芳朗「下請関係一自動車産業のケース」『経済学論集』（東京大学）第55巻，第3号，
　1989年。
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生産力を誇ろうとも，後発資本主義国日本の経済発展の道のなかに埋め込まれているのである。
独占資本の利害に一致するものは，独占の統制内において従属的発展が許され，それ以外のも
のは，市場原理の過酷な競争にさらされる。過酷な競争はそれ自体，独占の収奪機構の底辺を
構成するとともに，総体としての技術力・生産力の発展に寄与する。経営的に脆弱な基盤をも
つ中小企業は，それなりの競争力を身にっけない限り，競争の敗者として退出するか，従属し
て生き長らえるかの選択を迫られる。そこに展開される取引関係は，はたして対等なものと規
定できるのであろうか。今一度，小宮山氏のように，現実の下請中小企業をつぶさに観察する
眼が必要ではなかろうか。
V　下請制論の新たな展開
　下請制をめぐる諸論議の今日的段階において，最後に取り上げるべきものは，企業階層間の
競争関係のなかから，「自立」的下請関係の形成を摘出しようとする渡辺氏の見解である。下請
制を，基本的には社会的分業の一編成形態として把握する渡辺氏は，下請関係を資本主義の独
占段階での対等ならざる外注取引関係，すなわち独占資本による非独占資本の収奪の一形態と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49）みなし，この収奪関係を基本的に規定するものが，諸資本間の競争関係であるとした。各企業
間の競争は，最低資本量の大小に応じて，競争の激しさの程度がよりゆるやかになる可能性の
強い部門から，最もきびしいものになる可能性が高い部門まで，競争の激しさの程度に関する
階層構造が形成されている。一般に，独占的大企業ほど競争は緩く，最低必要資本量が少なく
　　　　　　　　　　　50）なるほど，競争は激化する。そして，この諸資本の競争の階層構造から，より上位の規模層に
属する部門の資本が，より下位の規模層の部門の資本に外注することにより，対等ならざる外
　　　　　　　　　　　　　　　　　51）注関係としての下請関係が生じるのである。この対等ならざる外注関係としての下請制を利用
することにより，親企業は平均利潤を保証しないような低単価での発注により，下請中小企業
の利潤の一部ないしは全部を収奪することができ，さらに，内製比率を変動させることにより，
需要の変動に比してみずからの生産の変化をより少なくしようと，下請中小企業を景気変動の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　52）調節弁として利用することができるのである。
　ところが，高度経済成長期以後，すなわち1970年代頃より，こうした下請中小企業のなかか
ら技術力・経営力を向上させ，特定親企業に従属していない企業がめだってあらわれてくる。
49）　渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（上）一「自立」的下請関係の形成をめぐって一」『三田
　学会雑誌」第76巻，第2号，1983年，52－53頁。
50）　渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（中）」『三田学会雑誌』第76巻，第5号，1983年，18－
　20頁。
51）　渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（中）」，21頁。
52）渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（上）」，66－67頁。
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これらの企業は，専属的従属的下請関係にある中小企業と競争しつつ，受注生産をおこなって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　53）いるのであり，これを渡辺氏は「自立」的下請関係ととらえた。こうして下請中小企業間の競
争をっうじて，一方では，資本所有関係のない別個の資本である親企業の経営内部への介入を
受け入れざるをえない「従属」的下請関係が存続するとともに，他方では，経営上の裁量権を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54＞全面的に下請中小企業の経営者が掌握している「自立」的下請関係が形成される。前者が親企
業の支配から逃れるすべのない，いわゆる退出能力のない下請企業であるとするなら，後者は
技術的にも市場的にも十分自立できる，すなわち退出能力のある下請企業ということになる。
　ではなぜ，こうした退出能力をもつ中小企業が大企業の下請企業としてとどまっているかと
いうと，それは購買寡占の状況にある親企業のもつ販売市場としての魅力と，技術指導媒体と
しての魅力ということになる。優れた技術力をもつ下請中小企業を支配下につなぎとめておく
ため，親企業間にもこの二つの魅力をめぐって購買者としてのみずからを差別化するための競
　　　　55）争が生じる。購買者としての差別化ができない親企業は，今度は逆に退出能力のある下請中小
企業の選別の対象となる。これまでの諸資本・企業間の競争から下請関係の成立・強化をみよ
うとする見解が，購買寡占の状況にある親企業側には競争が存在せず，いわば購買独占のかた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　56）ちで過当競争を繰り返す下請中小企業の利用・支配の強化を指摘していたのに対し，渡辺氏は，
下請中小企業が技術力・経営力を強化してくるにつれ，親企業相互間でもこうした優良下請企
業を傘下に置くための競争が存在することを明らかにしたのである。
　高度経済成長期，独占的大企業は外国の新技術を導入し，次々と設備投資をおこなって生産
拡張を実現させてきた。親企業が急成長を続けており，その下請発注も急拡大しているとき，
親企業から技術移転を受けた下請企業が高い退出能力をもちはじめたとしても，それが顕在化
せず，その結果，高い専属性が，技術独占が弱化した部門でも存続した。しかし低成長経済へ
と移行した1970年代以降，多くの中小企業にとって特定親企業に積極的に追随する意味は薄ら
ぎ，親企業の側でも，生産拡大のために下請中小企業を量的に，また専属的に確保する必要性
が弱くなった。こうした状況の変化のもとで，諸企業階層間の競争を通じて，「自立」的下請関
53）渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（上）」，53頁。渡辺氏の「自立」的下請関係というとら
　えかたは，一方では従来の専属的な下請中小企業にみられた特定親企業との従属関係をもたない
　受注生産の中小企業の出現をもって，即座に受発注取引関係の対等化を主張する見解を批判する
　とともに，他方ではそうした中小企業の出現をあくまで例外視することによって，それらの中小
　企業を下請制論へ包摂することのできない見解に対する批判ともなっている。詳しくは，渡辺幸
　男「下請企業の競争と存立形態（上）」，56－59頁，を参照。
54）　渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（下）」『三田学会雑誌』第77巻，第3号，1984年，16－
　17頁。
55）　渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（中）」，24－26頁。
56）　佐藤芳雄r寡占体制と中小企業』有斐閣，1976年，第8章「異部門間の寡占と非寡占（下請問
　題）（4）　　『下請問題』の経済理論一」，渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（上）」，62－
　63頁を参照。
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　　　　　　　　　　　　57）係が表面化してきたのである。
　以上のような，諸企業階層間の競争と錯綜した取引関係を通じて構成される日本機械工業の
下請生産システムを，渡辺氏は「山脈構造」と名づける。それは，特定親企業側からの支配関
係をみた「ピラミッド構造」とは異なり，日本機械工業の社会的分業構造全体を「山脈構造」
としてとらえ，いくつもの高さの異なる頂のもとに，幾重にも重なる分厚い山裾をもつ姿とし
　　　　　　　　58）て概念化されている。下請分業構造を最底辺で支える浮動的・従属的下請企業，親企業の支配
下に置かれている専属的・従属的下請企業，自立しうる経営能力をもちながらも，その取引条
件の優位性ゆえに親企業の下請として存続している「自立」的下請企業，さらには対等な取引
関係を取り結ぶ狭義の外注としての中小企業，そしてその頂点に君臨する親企業としての独占
的大企業，これらの諸企業が階層間ならびに階層内競争関係を通じて取り結ぶ複雑な取引関係
がこの山脈構造の峰々を構成しているのである。
VIおわりに
　以上，数多ある下請関係の諸論考のうち，それぞれの時代を代表すると思われる見解を若干
ながらとりあげてきた。正直なところ，下請制をめぐる諸論議の変遷を，これだけの論者の主
張のみで理解することがまったく不十分であることは，筆者自身が一番痛烈に感じている。し
かし，きわめて大雑把な整理にしろ，それぞれの論者の主張がそれぞれの時代の生産力や産業
構造を端的に表現していることもまた事実である。戦前の「二重の隔絶性」の把握，戦後高度
経済成長期の「産業構造の高度化」と「系列化」の把握，オイル・ショック以降の「日本的生
産システム」の評価と「下請利用の効率性」の把握等，それぞれの時代の生産力・技術水準を
背景として，下請制の評価もまた変化してきた。
　しかし，時代の変遷とともに，日本の産業構造が歴史的にかかえてきた諸矛盾としての中小
企業問題・下請制把握は後背にしりぞき，取引関係に焦点を置く企業間レベル，ミクロ・レベ
ルでの効率性評価が前面に押し出されてきた。たしかに高度経済成長期に，親企業からの援助
にしろ，独自の技術開発にしろ，多くの下請中小企業がその生産力をたかめ，競争力を身につ
けてきた。やがてドル・ショック，二度のオイル・ショックを切り抜けた優良中小企業は，世
界有数の技術力・生産力を武器として，大企業の世界戦略を後背で支える地位をゆるぎないも
のにした。そこにみられる取引関係は，かつての支配・従属的なものではなく，対等なパート
57）渡辺幸男「下請企業の競争と存立形態（下）」，12－13頁。
58）　渡辺幸男「日本機械工業の下請生産システム」，16－17頁，渡辺幸男r日本機械工業の社会的
　分業構造』第8章「社会的分業構造一専門化と規模階層視点からの把握」。
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ナーシップとしての関係が取り結ばれている。あるいは，そのような方向に向かいつつあるよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　59）うに思われる。「元方複数化」による専属下請からの脱却や「メーカーとサプライヤー」との関
係という呼称法，「自立的下請関係」の形成等の表現は，こうした局面の現実を捉えた指摘であ
ろう。観察の目を大企業が取り結ぶ下請契約・取引関係に集中し，そこにみられるミクロ・レ
ベルでの取引を一般化するならば，この一般化は確かに現実の一局面を正確に捉えている。し
かしこの理解は，それほど優秀ではない多くの下請中小企業が日々直面している現実とはあま
りにもかけ離れている。
　日本の下請中小企業の特色は，その重層的存在にある。そのため，親企業である大企業は一
次下請の管理のみをおこなえばよく，一次下請に発注された多種多様な部品の納入はすべて一
次下請企業の手にまかされる。一次下請は，自身の工場に最も見合った部品の製造・加工に集
中し，十分な受注量を確保したうえで，専門加工工程の必要な部品や生産能力をこえる受注分
を二次下請へと発注する。同じようなことが三次下請，四次下請へと順次繰り返される。仕事
を受注する下請企業は，同時に仕事を発注する親企業となるのである。そして下請の下位へい
けばいくほど生産工程・加工工程に要する作業の技術水準が平準化されることから，それを受
注しようとする企業の数は増加し，下請単価は切り詰められる。そこにはまぎれもない弱肉強
食・競争的市場の世界が存在する。上位の企業に収奪された利潤を，下位の企業を収奪するこ
とで補填するのである。その「しわよせ」は順次，下位の下請中小企業とそこで働く労働者に
転嫁されていく。下請制の支配・従属的側面，その流通過程を経ての収奪は，下請企業相互間
の競争の場面で最もプリミティブで熾烈な形態で展開される。この底辺にいたるまでの多層的
な支配従属関係の存在こそ，日本的生産システムを支える下請制の全体像であり，日本産業構
造の特質なのである。下請制のもつ諸問題を，たんに親企業と下請中小企業との取引関係の問
題として把握するのではなく，日本資本主義構造のもつ体制的諸側面の問題として把握しよう
　　　　　　　　　　60）とした伊東氏の分析視角を，今一度顧みることも必要なのではないだろうか。さらに三井氏の
59）　「元方複数化」，すなわち，下請中小企業が複数の親企業と取引関係を持っていることが，即，
　下請関係の解消とはならないこと嫁松井氏の自動車部品工業における系列企業取引の綿密な分
　析であきらかである。「独立化するための拉術的・物質的条件を備えた企業」がたとえ「元方複数
　化」したとしても，「併注政策」と「競争原理」の導入によって，あくまでも巨大自動車メーカー
　の主導のもとに，下請企業のより徹底した利用，下請管理の強化がもたらされていることを銘記
　すべきである。詳しくは，松井敏通「自動車工業における下請・系列化の実態（上）（下）一元
　方複数化段階の企業系列について一」r立命館経営学』第12巻，第2，4号，1973年，同「下請制
　の変化と元方複数化段階の企業系列再考一自動車部品工業・『非独占大企業』の競争構造一
　（上）（中）（下）」『立命館経営学』第25巻，第1・2，3，4号，1986年，同「下請制の変化と下請制理
　論の検討一「系列企業」の競争構造一（1）～（5）」『立命館経営学』第25巻，第6号，1987
　年，第26巻，第4号，1987年，第27巻，第1号，1988年，第28巻，第6号，1990年，第31巻，第1号，
　1992年，同「元方複数化段階の下請制と下請制理論の多様化一『構造的』視点からの下請制理
　論の再構築一一」『季刊経済研究』Vo1．11，　No，4，1989年，巽信晴「中小企業の存立形態と下請
　制」（加藤誠一・水野武・小林靖雄編『現代中小企業基礎講座1経済構造と中小企業』同友館，
　1976年，所収）を参照。
60）伊東岱吉『中小企業論』日本評論新社，1957年，257－261頁。
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述べるごとく，下請制の考察対象領域を自動車，電気，工作機械等の加工組立産業に限定する
のではなく，建設業や鉱業，造船業，さらにはサービス産業といった業種にまで拡大すること
も必要であろう。それらの業種において日々取り結ばれている下請取引は，あきらかに加工組
　　　　　　　　　　　　　61）立産業とは異質のものであろう。
　世界的に高い評価をえた日本的生産システムは，いったい誰のためのものであり，何のため
のものなのであろうか。この効率的な生産システムを維持・発展させるために，いったいどれ
だけの努力（犠牲）がおこなわれてきたのであろうか。厳しい能力評価を課せられ，中流であ
るために企業の論理に応じて過労死までをもいとわない大企業労働者，納期・品質・単価をぎ
りぎりまでに要求され，それが達成できなければ切り捨てられる下請中小企業，そして大企業
労働者に劣らぬ能力をもち，長時間労働に耐えながらも，なお格差の存在を実感せざるをえな
い中小企業労働者，彼らの汗と努力（犠牲）のうえに，日本的生産システムは孤高の経済的作
　　　　　　　　　　62＞品として聲え立っている。しかし，この高い評価をえた作品の制作にかかわった人々の多くは，
その評価にみあうほどの満足を感じてはいない。下請制の評価と現実のあいだには，あまりに
も大きなギャップが存在するのである。現実をつぶさにみる眼をもって，今一度この矛盾を凝
視する必要があるのではなかろうか。
61）三井逸友「今日の下請制をめぐる若干の論点にかんするノート（下）」125－126頁。
62）たとえば，熊沢誠『新編日本の労働者像』ちくま学芸文庫，1993年，同『日本的経営の明暗』
　ちくま学芸文庫，1998年，丸山恵也『日本的生産システムとフレキシビリティ』日本評論社，1995
　年を参照。
